


まずは、本資料の見方について説明いたします。

上の表は、各介護サービス等の内容の類似性に着目して独自に９つに分類し
たもので、それぞれの分類（サービス区分）に「訪問系」「通所系」など略
称を設けています。

本資料４ページ以降では、大きな項目ごとの最初のページ右上にこの略称を
横一列に記載していますが、特に、大枠・着色で表示のある略称は、当該項
目の説明内容が該当するサービス区分を示しています。

たとえば、「施設系」が大枠・着色で表示のある項目は、介護老人福祉施設
（地域密着型含む）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院
のサービス等に関する説明内容であることを示します。

このように、何のサービス等に関する説明内容であるかをひと目で把握でき
ますので、ご活用ください。



令和３年６月から令和４年１月までの実地指導の件数となります。

62事業所に対し実地指導を実施しましたが、34事業所（約５割）に改善報告
を求める結果となりました。
そのうち4事業所については、報酬算定の解釈誤り等がありましたので、自
主点検による過誤調整を指導しています。

改善報告を要する介護サービス事業所が約５割にのぼるのは、昨年を上回る
状況です。



今年度の主な指摘事項について説明していきます。
こちらは、本資料の目次です。見返す際の参考にご活用ください。

「高齢者虐待防止に関すること」についての解説は4ページ
「身体的拘束等の適正化に関すること」についての解説は5ページから7ペー
ジまで
「計画作成に関すること」についての解説は8ページ
「勤務体制及び人員に関すること」についての解説は9ページから10ページ
まで
「非常災害対策に関すること」についての解説は11ページから12ページまで
「領収証の交付に関すること」についての解説は13パージから14ページまで
「報酬返還の指導事例について」の解説は15ぺージから22ページまで



高齢者虐待防止対策についてです。

高齢者虐待防止に関する研修を行っていないという問題点についてです。

今年度につきましては、研修は行われているものの、職種によって対象とさ
れていない従業者がいたり、毎回欠席している従業者がいるといった事例が
見受けられました。
高齢者虐待防止の研修については、全従業者を対象として研修を定期的に実
施すること。
また、実施記録を整備し、研修の受講状況や欠席した場合の個別説明の実施
状況を把握してください。

その他、虐待防止の研修の実施に加えて、虐待発生又はその再発を防止する
ための委員会の開催、指針の整備、担当者を定める取組みが令和６年度から
義務付けられ、令和３年度から令和５年度までは経過措置期間であって、実
施に努めることとされています。



身体的拘束等の適正化についてです。

まず、一つ目の問題点についてです。平成３０年度制度改正により、身体的
拘束等の適正化のための措置として、介護療養型医療施設を含む施設サービ
ス及び居住系サービスに、３か月に１回以上の委員会開催、指針の整備、年
２回以上の研修の開催が義務づけられました。

介護サービス事業所については、これらを実施していない場合には減算とな
るサービスもありますのでご注意ください。

なお、平成30年４月から養護老人ホーム及び軽費老人ホームの基準条例にも、
同じ内容が追加されております。

それぞれの基準条例及び逐条解釈等を確認の上、対象者の有無に関わらず、
体制の整備、委員会及び研修の定期的な開催を行ってください。



次に、二つ目の問題点についてです。

身体的拘束は、緊急やむを得ない場合を除き、行ってはならないこととされ
ておりますが、やむを得ず行う場合において、記録を作成せずに行っている
事例が確認されました。

身体的拘束等適正化委員会において「切迫性」「非代替性」「一時性」の３
要件を全て満たすことを確認、検討した上で、利用者や家族などに説明し十
分に理解を得るとともに、その態様や時間、解除予定日、経過観察の記録、
その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録してくださ
い。



身体的拘束は「当該入所者（利用者）又は他の入所者（利用者）等の生命又
は身体を保護するため緊急やむを得ない場合」には認められていますが、
「切迫性」「非代替性」「一時性」の三つの要件を満たし、かつ、それらの
要件の確認等の手続きが極めて慎重に実施されているケースに限られます。

具体例①から④のような事例については、適正化を求めております。
具体例①、②については、組織的な検討が行われないままや再検討を行わず
に身体的拘束を実施していたケースです。
具体例③については、「緊急やむを得ない身体拘束に関する説明書」に拘束
開始日の記載はあるが、解除予定日を設定していなかったり、長期間で設定
していたケースです。
具体例④については、委員会は開催しているが、継続の有無の検討のみ行わ
れているケースです。継続の有無のみではなく、拘束の必要性や方法に関わ
る再検討が必要となります。



計画の作成についてです。

指導理由では、訪問介護の例で記載してありますが、他サービスにおいても
個別計画を作成するに当たり、アセスメントを行っていないという指摘が多
くみられました。

個別計画を作成する際には、利用者の状況を把握・分析し、サービスの提供
によって解決すべき問題状況を明らかにしたうえで（アセスメント）、これ
に基づき計画を作成することが重要となります。

訪問介護計画を例に説明しますと、訪問介護計画作成には、アセスメントに
基づき、援助の方向性や目標を明確にし、担当する訪問介護員等の氏名、訪
問介護員等が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等の内容を明
らかにすることとされています。



勤務体制及び人員についてです。

一つ目の問題点についてです。
事業所の従業者を他の事業の業務に従事させているが、業務内容や従事時間
等を明確に区分していないという指摘事項です。
この指摘事項は、毎年見受けられる指摘であり、集団指導でも毎回説明して
いる内容ですので、再度確認をお願いします。

業務内容については、他事業の業務と区分し、日々の勤務時間、職務の内容、
常勤・非常勤の別等を明確にする必要があります。

特に、事業所の従業者が有料老人ホームの業務も従事している際、区分を明
確にしていない事例が非常に多くみられます。
各事業所での人員基準や加算算定に関わる従業者・職種については特に注意
が必要です。



次に、二つ目の問題点です。
訪問介護事業所について、サービス提供責任者が訪問介護以外の事業の業務
にも従事しており、常勤専従の要件を満たしていない。という問題点です。
常勤専従が求められるサービス提供責任者は、訪問介護事業所に常勤し、事
業所の業務に専従しなければいけません。

三つ目の問題点です。
すべての事業所に関係する問題です。
管理者が事業所と離れた場所にある他の事業所等の業務にも従事しており、
常勤専従の要件を満たしていない。という問題点についてです。

管理者が他の事業所等の業務に従事することが可能となるのは、事業所の他
の職務に従事する場合や、同一敷地内又は道路を隔てて隣接する等、特に当
該事業所の管理業務に支障がないと認められる事業所等の職務に従事する場
合の他事業所（有料老人ホームなど）の業務となります。



非常災害への対策についてです。
避難訓練の実施記録はあるが、非常災害対策に関する具体的計画の内容が不
十分であるという指摘がかなり見られました。
非常災害に関する具体的な計画については、消防計画のみならず、事業所の
立地条件に応じた風水害、地震等の災害に対処するための計画としなければ
なりません。
この計画については、次ページで説明いたします。

なお、事業所の立地条件については、青森市ホームページにも掲載しており
ますので、各災害に係る青森市のハザードマップをご確認ください。

さらに、水防法及び土砂災害防止法が平成29年6月19日に改正され、洪水等
の浸水想定区域または土砂災害警戒区域内に位置する要配慮者利用施設の所
有者または管理者に対し、避難確保計画の作成及び市への報告、避難訓練の
実施が義務付けられました。

対象となる事業所は、青森市危機管理課へ計画の提出、避難訓練の実施結果
の報告が必要となります。
詳細については、青森市のホームページをご確認ください。



非常災害計画については、①から⑨までのような内容を盛り込んだ計画を整
備することとされています。

計画は、必ずしも災害ごとに別の計画として策定する必要はないですが、水
害・土砂災害、地震等地域の特性に鑑みた災害に対処できるものとしてくだ
さい。

また、計画作成後は、計画に基づき避難訓練を実施し、計画の内容を検証し、
見直しを行ってください。
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領収証の交付についてです。

領収証を交付しているが、医療費控除の対象となる利用者（訪問看護、訪問
リハビリテーション等医療系サービスを併せて利用している者等）か否かの
確認をせず、すべての領収証に医療費控除の額を記載している。という指摘
事項についてです。

利用者に交付する領収証の記載に当たっては、当該利用者の居宅サービス計
画に、訪問看護、訪問リハビリテーション等医療系サービスが位置付けられ
ていることを確認した上で、領収証に居宅介護支援事業者名（介護予防支援
事業者名）及び医療費控除の額を記載しなければいけません。



こちらは、領収証の様式例です。

領収証内に居宅介護支援事業者名（介護予防支援事業者名）及び医療費控除
の額を記載する時の参考にしてください。



１５ページ以降は、報酬算定の自主点検と報酬返還指導事例についてです。

実地指導などで、報酬算定のルールを守っていない場合や、加算の算定要件
を満たしていないことなどが確認された場合、最大で過去５年間分について、
介護給付費の自主点検を行い、適正な請求に修正するよう指導します。

報酬算定につきましては、厚生労働省の告示及び留意事項通知を必ず確認し、
介護保険課への確認、市販されている書籍等を活用して理解を深めるととも
に、加算の要件につきましては、年度替わり、事業所の人員体制が変わった
場合など、自主点検を行うようお願いします。

また、加算の算定に当たっては、届出時のみならず、それ以降も加算要件を
満たしていることを、事業所自ら説明できるよう書類の整備を行ってくださ
い。



報酬返還の指導事例についてです。

一つ目の事例は、特定事業所加算に係る指摘事項です。

特定事業所加算の算定要件である、すべての訪問介護員等に対し個別の研修
計画を策定していない。という指摘事項についてです。

すべての訪問介護員等に対して、個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、
実施時期等を定めてください。
また、この研修計画については、毎年度、少なくとも次年度が始まるまでに
計画を定めてください。

また、管理者は研修目標達成状況について適宜確認し、必要に応じて改善措
置を講じることも重要です。



16ページの事例にあります、特定事業所加算算定に係る個別具体的な研修計
画作成について、事業所の取組みとして良かった内容を紹介しますので参考
としてください。

個別具体的な研修計画については、
一つ目に、具体的な課題を克服するような内容で研修計画を作成している。
二つ目に、訪問介護員ごとの研修計画は、管理者やサービス提供責任者と共
通の認識を持って作成されている。
という取組みがありました。

研修の実施方法については、
定期的に開催している事業所内研修と個別の研修計画とを連動させて、個別
の目標の達成に向けた年間計画において、本人の目標に関係する事業所内研
修カリキュラムにつき実施を担当することを位置付け、その実践により自ら
の知識を深め、技術を磨くようなやり方で研修する方法も良いです。



報酬返還の二つ目の指導事例は、個別機能訓練加算についてです。

・一部の利用者について、居宅サービス計画に機能訓練の位置づけがない
が、個別機能訓練を実施し加算を算定している。
・３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状
況の確認を行い、利用者又はその家族に対して個別機能訓練の実施状況や
個別機能の効果等について説明を行っていない。
以上、要件を満たしていない事例がありました。

個別機能訓練加算を算定する際には、
・個別機能訓練の要否について、サービス担当者会議等で検討のうえ判断
し、利用者自身の同意を経て居宅サービス計画に記載される内容であり、
その居宅サービス計画を基に作成されるのが、通所介護計画及び個別機能
訓練計画であることに注意してください。

・個別機能訓練加算を算定する場合は、個別機能訓練計画を作成後、３月
ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、当該利用者の居宅におけ
る生活状況をその都度確認するとともに、当該利用者又はその家族に対し
て、個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて個別機能訓練
計画の見直し等を行ってください。



報酬返還の三つ目の指導事例は、自家用自動車有償運送についてです。
指摘内容としては、自家用自動車有償運送の許可を受けていない者が有償運
送を行っているという事例です。

有償運送許可を得ていない者による運送を伴うサービスは、介護報酬の対象
とならないため、自家用自動車による有償運送は、許可を得ている者が行っ
てください。
なお、２種免許保有者が自家用自動車で有償運送する場合も、講習受講と有
償運送の許可を得る必要がありますのでご注意ください。

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の提出ついても誤りが見受けられま
すので、再度ご確認ください。
訪問介護事業所の他の訪問介護員等が運転する車両を使用し、身体介護中心
型による通院介助を行う場合についても、市（介護保険課）への通院等乗降
介助算定に関する届出が必要となりますので、ご注意ください。



報酬返還の指導事例四つ目は、介護職員処遇改善加算についてです。

市（介護保険課）に届け出ている介護職員処遇改善計画書に基づく実施がさ
れていないという指導事例です。

届出している計画に基づく取組みを実施してください。なお、詳細は２１
ページ、２２ページで説明していきます。



キャリアパス要件を満たしていない事例について紹介します。
事業所の実態にあてはまる事態がないかどうかご確認ください。
キャリアパス要件Ⅰについては、任用要件と賃金体系を明確にすることが要
件です。
明確な根拠を書面で整備していなかったり、職位に応じた賃金体系がない事
例がみられます。

キャリアパス要件Ⅱについては、人材育成に係る要件です。
事業所内での研修は行われていると思いますが、計画の有無が重要なポイン
トです。

キャリアパス要件Ⅲについては、昇給する仕組みが要件となります。

キャリアパス要件ⅠからⅢまでの改善要件とは別に求められているのが職場
環境等要件です。
「資質の向上」「職場環境・処遇の改善」「その他」の三つの取組区分のう
ち一つ以上取組むことになり、かつ、選択したキャリアパス要件で求められ
る事項と重複してはいけません。
また、ここで要した費用自体に、処遇改善加算金を充てることはできません。



キャリアパス要件について、改めて確認をお願いします。

なお、指定権者から求めがあった場合には、速やかに提出できるよう、要件
が確認できる書類を適切に保管してください。



以上が、今年度の実地指導等の結果についての説明となります。

今回の説明内容につきましては、全従業者にもご周知いただきますとともに、
各種基準条例等を今一度ご確認のうえ、自主点検していただきますようお願
いします。
事業者自らが自主的に事業の運営状況を点検し、基準や指針の内容が守られ
ているか常に確認することが必要です。

また、青森市が実施した実地指導等の指摘事例について、青森市のホーム
ページに掲載しており、定期的に更新しております。
こちらについても、ご確認いただきますようお願いします。

分からない点、実際の運営が基準等に合致しているのか不安になった点など
ございましたら、そのままにせず、担当課にご確認いただくようお願いいた
します。


